
地域ITS情報センター
・データ共有化の

共通基盤構築
（データオープン化、

フォーマット標準化）
⇒電子行政オープンデータ戦略

・オープンデータ
コンソーシアム

・IT融合 公共データWG

・先行事例の運用開始、
他都市展開、市民対話

隊列走行・自動運転

先進安全自動車 (ASV)

通行実績情報プローブの利活用

都市内物流の効率化

共同輸送（電機・自動車）

二酸化酸素削減効果
の評価手法の確立

高度運転支援システム
・技術開発、商品化の促進
・商品化された装置の普及
・グローバル連携

完成車物流 (RFID)

CO2削減効果評価手法
のグローバル展開

・幅広い分野での活用
・成果の発表、広報

物流
・民間活動の継続

図１－３ 社会還元加速プロジェクト（ITS） 報告書の全体概念図
２．⽬指すべき道路交通社会の姿の実現に向けて得られた主な技術成果

１．世界一安全な道路交通
社会の実現

(1) インフラ協調による安全
運転支援システムの確立

(2) 安全運転支援システム
に係る公道実験の実施

２．都市交通の革新
(1) 様々な交通流情報の

高度利用促進

(2) 多様な交通手段の合理的
選択と組合せ利用の促進

(4) 環境負荷の小さな次世代
車両の導入

(3) 都市内物流の効率化

３．高度幹線物流システム
の実現

(1) 効率的で低コストな高度
物流システム

(2) 次世代物流技術

４．共通（要素技術）
(3) 二酸化酸素（CO2）削減

効果の評価
(1) 低エネルギー消費・高度

安全輸送システム
(2) 情報通信技術の高度化
(4) 社会還元加速策

DSSS

ITSスポット

バスロケーションシステム

オンデマンド交通

P&R, P&BR,ﾏﾙﾁモーダル案内

P&R: パークアンドライド
P&BR: パークアンドバスライド
CACC：Cooperative Adaptive Cruise Control

超小型モビリィの実用化

１．はじめに

1-1. .社会還元加速
プロジェクト

1-2. 本プロジェクトが
目指す道路交通
社会の姿と目標

1-3. 具体的な取り組みと
実施計画

1-4. プロジェクトの
運営体制

1-5 本報告書の構成

３．今後の課題と推進⽅策 ４．おわりに

ITS推進協議会で推進

除排雪情報

カーボンゼロモビリティ推進エリア構想

国内外の成果の利活用

環境に配慮した行動
の動機付け

開発技術の早期実用化

あおもり防災情報

移動支援システム

エコドライブ

民間の自主活動に移行

乗用車メーカの自主活動

自治体導入の負担軽減

・情報の2次利用
・情報活用地図基盤
・情報アクセス管理

ワンストップサービス
：情報の一元化

大震災

公共交通の利便性向上

複合的、統合的な取り組み

CACC受容性評価（トラック）

制御特性
標準化ACC

・制御特性標準化ACC
の商品化

・市民理解
・基準調和

地域連携

交通事故死ゼロの取り組み

プロジェクトの位置づけと特徴 具体的な取り組み：４分野 代表的な取り組み内容 課題整理 推進方策

施策

課題

新たな要因

凡例

－
７

－

推
進
体
制

大規模実証実験の実施

CACC

・隊列形成
・車間距離維持制御
・車線保持制御
・衝突回避制御
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２．目指すべき道路交通社会の姿の実現に向けて得られた主な
技術成果

プロジェクトでは、１-３に示した「具体的な取り組み」に従い、選定した

モデル都市、モデル路線等を実証実験の場として各施策の実用化を目指し推進

してきた。本節では、実施計画に従い推進してきた施策の中で、一定の成果が

得られた主な技術について述べる。

なお、本プロジェクトで取り組んだ施策一覧を末尾資料に添付するとともに、

全施策について、資料編で詳述する。

２－１．〔分野１〕世界一安全な道路交通社会の実現
（インフラ協調による安全運転支援システムの確立）

2006 年に ITS 推進協議会が設置され、交通事故の未然防止を目的とした

ITS による安全運転支援システムについて、官民連携で開発・実用化が推進さ

れ、2008 年度に大規模実証実験、2010 年度には全国展開が開始された。

大規模実証実験では、効果の確認と、共通の方式の車載機を用いた国内１４社

海外３社の参加により実用化に向けた道筋をつけるとともに、デモ実験による

市民、マスメディアへの理解を深め、民間企業も車載機の販売を開始した。

また、全国の高速道路上を中心に約 1600 ｶ所、一般道では、東京、神奈川

等に計 15 ヵ所のインフラを整備し、ロードマップに沿った全国展開に向けた

一歩を踏み出した。

2010 年に「新たな情報通信技術戦略」と「工程表」（2012 年 7 月改訂）が

公表されるとともに、IT 戦略本部の企画委員会に ITS に関するタスクフォー

スが設置された。ITS 推進協議会においては、タスクフォースの提言を踏まえ

て策定された「ITS に関するロードマップ」（2011 年 8 月）に基づき、安全

運転支援システムの具体化・普及に向け連携して取り組んできた。

交通事故の事故累計

分析（図 2-1）を見ると、

追突事故が高い割合を

示している。交通事故

死者数を減らすために、

自動車そのものの安全性 図2-1 事故累計分析

の向上を諮る一方で、安全運転支援のための装備（自律型安全運転支援システ

ム）の充実を図ってきた。また、車両単独では対処が困難な事故に対して、車

と路側システムあるいは車相互の情報通信により安全性を高めるシステム（協

調型安全運転支援システム）の開発と実用化が進められた（図 2-2）。これら

の代表的な取り組みを以下に示す。



1 関連施策名：先進安全自動車(ASV)の開発・実用化・普及の促進(国土交通省自動車局）
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図2-2 安全運転支援システム （出典：ITS Japan）

(１)自律型安全運転支援システム（車両単独の運転支援システム）

先進技術を利用し、ドライバーの安全運転を支援するシステムを搭載し

た自動車の実用化が進んできた1。

一例として、図2-3に示すような「衝突被害軽減ブレーキ」がある。これ

は、レーダーが常に前方の状況を監視し、ドライバーが前方の車両に気づ

かずに近づくと警報を鳴らし、ドライバーがブレーキをかけるよう注意喚

起するものである。さらに、追突の可能性が高い場合には、自動的に車両

のブレーキを作動させて、追突の回避あるいは追突時の被害軽減を図れる

ようなシステムである。

本システムについては、既に2014年以降の新型車両（車両総重量22t以上）、

2015年以降の登録車両（いわゆる新車）から装着が義務付けられている。

図2-3 衝突被害軽減ブレーキのしくみ（出典：国土交通省）



2 関連施策名：次世代安全運転支援システムの実証実験、電波を活用した安全運転支援システ

ム及び簡易版安全運転支援システムの実証実験（警察庁）、安全運転支援情報通信システム実

用化のための調査及び実証（総務省）
3 DSSS: Driving Safety Support Systems
4 関連施策名：ITS による安全で効率的な道路交通システムの開発・実用化・普及の促進（国

土交通省道路局）、安全運転支援情報通信システム実用化のための調査及び実証（総務省）
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(２)協調型安全運転支援システム（道路から車両への情報発信による運転支援）

見通しが効かない進行方向前方の情報など、安全に関する情報を、道路

側に設置された設備から走行中の車両に対して送信することにより、ドラ

イバーは、あらかじめ得た情報をもとに注意しながらより安全な運転をし、

事故を回避できる。

① 安全運転支援システム2 (DSSS3)

ドライバーの視野に入ら

ない位置にある一時停止規

制や信号、自動車・二輪車

・歩行者の存在に関する情

報を、車載装置等で受信が

可能になった。ドライバー

は、これら情報に基づき、

より注意深く運転すること

により、追突や出会い頭に

よる衝突などを回避しやす

くなった。 図2-4 安全運転支援システムの例
（出典：ITS Japan）

② ITSスポット4

全国の高速道路上を中心にITSスポットを整備し、2011年より世界初

の路車協調システムによるITSスポットサービスを実現した。本サービ

スでは、広範囲の渋滞データを配信し、カーナビが賢くルート選択する

ダイナミックルートガイダンス、道路の交通安全上の課題に合わせて、

障害物や渋滞末尾、事故多発箇所の情報提供を行う安全運転支援、料金

の支払いをキャッシュレスで可能とするETCの３つの基本サービスを提

供しており、決済、観光、物流などの多様なサービスへの展開も期待さ

れている。

安全運転支援については、音声や画像等により適切なタイミングで情報

提供を行っており、例えば、首都高速では道路延長の２％に全事故件数の

約20%が集中しているが、そのような事故多発箇所で追突事故等を６割削

減するなど、ドライバーの安全な運転に貢献している。



5 関連施策名：200V 倍速スタンド整備補助、電動車両購入補助（横浜市）、低公害車の導入、

及びソーラパネル等を用いた充電施設、低公害車の購入支援の拡充（豊田市）、環境対応車を

活用したまちづくりに関する実証実験（青森市）
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図2-5 ITSスポットからの情報提供サービス事例

（出典：国土交通省）

２－２．〔分野２〕都市交通の革新

都市交通の革新については、街作りと一体となった取り組みが重要であ

る。利用しやすい交通体系の構築や、過度の自動車依存を是正するための多

様な交通手段の快適・最適組み合わせの促進など、様々な方策を実施する必

要がある。

また、2020年度の達成目標でもある「環境にやさしい交通社会」を実現す

るためには、高い市民の認知度が必要である。①車両からのCO2排出量ゼロ、

②渋滞ゼロ、③交通事故死者ゼロを最終的な目標に掲げ、集中的、段階的に

施策を投入するエリア「カーボンゼロ・モビリティ推進エリア構想」を定め、

ここで明らかになった成果を踏まえ、実施施策導入の対象エリアの拡大や他

都市への拡大展開を目指した（図2-6）。

横浜市では、みなとみらい地区の一部エリア（図2-7）、豊田市では、豊田

市駅前を対象エリア（図2-8）とし、環境対策関連施策5の実証実験、実用化

を進めてきた。
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図 2-6 カーボンゼロ・モビリティ推進エリア構想 

（出典： ITS Japan 作成資料） 

 

図 2-7 横浜市カーボンゼロ・モビリティ推進エリア 
（出典：横浜市作成資料） 

 

図 2-8 豊田市カーボンゼロ・モビリティ推進エリア 
（出典：豊田市作成資料） 
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